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子ども総合相談窓口機能の強化を図り、家庭児童相談員、母子・父
子自立支援員や関係機関との連携を強化し、多様な問題に対処して
いく必要がある。
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21-２　相談体制の充実

民生費
児童福祉費
児童福祉総務費

１８歳未満の子どもがいる世帯の保護者や児童。
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30 

総合計画に主要事業として記載

34 

単位

46.7%

総合計画等への記載

26年度

10 15 相談が完結した件数

こども課子ども相談事業
子ども相談事業
自治事務

子育て支援係
0765-23-1006
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終了年度昭和44年度開始年度 当面継続
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会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
24 

計画
指　標　名

導入予定なし

家庭児童相談員を置き、家庭における人間関係の健全化及び適正な児童の養育等家庭児童福祉に関する相談、指導援助
業務を行う。

実績
28年度

保護者が安心して子どもを育て、子どもが健やかに成長する。

相談員または職員が相談業務、助言指導、専門機関紹介を行う。
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　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち
８　総合的な子育て支援対策の推進
21　子どもたちの健やかな成長支援
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平成26年度より要保護児童対策事業と統合
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成果指標のとおり、問題ケースには継続して対応している
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家庭の育児不安を取り除き、家庭を安定させることは、児童の
健全育成に貢献している
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不要事業の進め方・内容について改善の余地あり ２次評価 　

実施主体は適正である

市の取り組むべき事業であり、適正である

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である
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